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は じ め に 

令和７・８年度において、出雲市が発注する建設工事等の一般及び指名競争入札及び随意契

約に参加を希望する事業者は、次の要領に従って入札参加資格審査申請を行ってください。 

この手引は、島根県と県内１６市町が共同開発、共同運営を行う｢島根県電子調達共同利用シ

ステム｣の「資格申請システム」での申請受付を前提に、令和７・８年度建設工事入札参加資格

申請において、出雲市への申請に必要な資格、申請できる工事の種別、個別審査に必要となる

個別添付書類について記述しています。 

 

申請にあたっては、この手引のほか、次の①～③の書類を併せてご確認ください。 

①島根県電子調達システム（資格申請システム）による建設工事 

入札参加資格申請の手引き（共通編）【令和７・８年度定期申請用】 

（以下、「手引き（共通編：工事）」という。） 

②島根県電子調達システム（資格申請システム）による建設工事 

入札参加資格申請の手引き（操作マニュアル編）【令和７・８年度定期申請用】 

（以下、「手引き（操作マニュアル編：工事）」という。） 

③島根県電子調達システム（資格申請システム）による建設工事 

入札参加資格申請の手引き（個別情報画面編）【令和７・８年度定期申請用】 

（以下、「手引き（個別情報画面編：工事）」という。） 

 

1. 受 付 期 間 
令和６年（2024）１１月１日（金）から令和７年（2025）１月１６日(木)まで 

・土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12月 29日から 1月 3日）は受付を行いません。 

・島根県電子調達システム（資格申請システム）の稼働時間は、上記期間内の 

８時００分から２３時００分までです。 

・令和７年１月１６日の２３時００分までに入力を完了しなかった申請は、無効となります。 

・添付書類の提出期限について 

郵便または信書便による場合は、令和７年１月１６日の消印があるものを有効とします。 

郵便または信書便以外の場合（宅配便、持参）は、令和７年１月１６日の１７時１５分まで

に出雲市役所に到着したものを有効とします。 

 

2. 申 請 方 法 

①及び②の申請手続が必要です。 

受付期間中に必ず両方の申請手続を完了させてください。 

①「島根県電子調達共同利用システム（資格申請システム）」による電子申請 

・システムの申請内容、使用方法は、この手引及び「手引き（共通編：工事）」「手引き（操作

マニュアル編：工事）」「手引き（個別情報画面編：工事）」により確認してください。 

・申請時点において、出雲市への電子入札の登録（電子入札利用者登録）をされていない場

合も、申請することができます。 

 

②添付書類を郵送等で提出 

・提出する添付書類は、この手引及び「手引き（共通編：工事）」により確認してください。 
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3. 入札参加資格審査を申請できる者の要件 

（1）地方自治法施行令第 167条の 4第 1項に規定する契約を締結する能力を有しない者又は破

産者で復権を得ない者でないこと。 

（2）建設業法第 3条第 1項の規定による許可を受けた建設業者であり、建設業法第 27条の 23

の規定による経営事項審査を受けていること。また申請時において、申請する業種の施工

実績があること。 

（3）工事の施工にあたって、主任技術者等の配置ができ、十分な施工体制がとれること。 

（4）市税等(出雲市税、出雲市の分担金、負担金、使用料及び手数料等)、消費税及び地方消費

税ならびに社会保険料について、滞納がないこと。 

（5）出雲市に納税義務のある従業員がいる場合は、個人住民税（市・県民税）の特別徴収を実

施していること。（ただし、個人住民税の特別徴収の対象でない業者は除く。） 

（6）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2条第 6号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）又は同条第 2号に規定する暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を

有する者を経営に関与させていないこと。 

※別表 1-3（9 ページ）のうち「草刈業務」「下水道管路施設調査（テレビカメラ調査）業務」

については、上記⑵、⑶の要件は要しません。 

※今回の申請で、有資格者として登録された場合であっても、入札参加資格の有効期間中にお

いて、上記のいずれかの要件を満たさなくなった時点で、入札に参加することができなくな

ります。 

 

4. 入札参加資格審査を行う工事種別 

別表 1-1、1-2のとおり。（7、8ページ）  

資格審査を希望できる工事種別は、該当する工種についての建設業許可を有し、かつ経営

事項審査において完成工事高がある工種のみです。 

支店等に契約締結についての権限を委任する際には、委任先において希望する工種の建設

業許可が必要です。 

希望する工事種別は、資格申請システムの「個別情報画面」より入力してください。入力の

際には「手引き（操作マニュアル編：工事）」及び「手引き（個別情報画面編：工事）」を確

認のうえ、入力誤りがないように行ってください。 

 

5. 入札参加資格審査を行う業務種別 

別表 1-3のとおり。（9ページ）  

「選挙ポスター掲示場作製・撤去業務」「草刈業務」「樹木剪定業務」「下水道管路施設調

査（テレビカメラ調査）業務」については、建設工事に関連する業務とし、「建設工事」の「そ

の他業務委託」として受け付けます。 

 

6. 申請にあたっての留意事項 

（1）申請者は法人（個人）単位です。同一工種について重複しての申請はできません。本店、

支店、営業所等の間で事前に調整を行い、二重申請とならないように注意してください。 

（2）出雲市及び出雲市上下水道局が発注する競争入札に付する建設工事、建設工事関連業務の

入札方法については、基本的に全ての案件を電子入札としています。（随意契約は除く。） 

今回の入札参加申請時点において、出雲市への電子入札の登録（利用者登録）をしていない

業者も、入札参加申請はできます。ただし、利用者登録をしていない場合、個々の入札案件

において、入札参加はできません。また、指名競争入札にあっては指名を行いません。（指

名通知後に利用者登録が完了した場合であっても追加指名は行いません。） 
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（3）建設業法に基づく建設工事について（別表 1-1） 

① 建設業許可及び経営事項審査の受審のない業種について希望することはできません。 

② 建設業許可を有し、経営事項審査を受審していても、完成工事高が無い業種について

は、希望することはできません。 

なお、経営事項審査の審査基準日以降に施工実績がある場合は、「建設工事施工実績証

明書（様式第 3号）を添付することで、資格審査を申請できます。 

③ 経営事項審査については、令和７年１月１日時点で有効な経営事項審査の結果通知を

受けていることが必要です。 

④ 入札及び契約権限を営業所又は支店に委任する場合、その営業所又は支店に、当該業

種について建設業法第 7 条第 1 項第 2 号又は第 15 条第 1 項第 2 号に規定する専任技術

者が配置されていないと希望することはできません。 

 

（4）市が定める特定の専門工事について（別表 1-2） 

① 種目ごとの申請条件は、別表 1-2を参照してください。（7～9ページ） 

② 各工事種別で申請条件としている建設業許可を有し、最新の経営事項審査において当

該許可業種に対応した完成工事高があることが必要です。 

 

（5）その他業務委託について（別表 1-3） 

① 建設関連の業務であることから、「測量・建設コンサルタント業務等」ではなく「建設

工事」として受け付けます。 

② 市内業者（出雲市内に本社がある業者）のみ申請できます。 

③ 種目ごとの申請条件は、別表 1-3を参照してください。（9ページ） 

④ 「草刈業務」、「下水道管路施設調査（テレビカメラ調査）業務」の申請については、建

設業許可、経営事項審査の受審・完成工事高、主任技術者等の配置は不要です。 

 

（6）「資格申請システム」の入力文字 

外字（ＪＩＳ第一および第二水準の範囲外）の入力はできません。「出雲市建設工事等有

資格者名簿」の記載を外字で希望される場合は、「資格申請システム」の「業者基本情報」、

「その他の備考」欄へ、外字使用についてご記入ください。 

（詳しくは、「手引き（操作マニュアル編：工事）」を参照してください。） 

 

（7）やむを得ない事情により、「資格申請システム」での申請が困難な場合で、かつ、出雲

市にのみ登録を希望する場合は、紙での申請を認める場合があります。 

 

（8）軽微な工事のみの施工を希望する業者は、「出雲市小規模修繕工事等希望者登録制度」に

よる登録もできますが、本申請との重複登録はできません。 

 

（9）建設工事と測量・建設コンサルタント業務の両方を申請する業者で、出雲市へ原本提出が

必要な書類がある場合は、建設工事の申請に原本を添付し、測量・建設コンサルタント業

務の申請には、書類のコピーを添付することもできます。その場合は、建設工事の申請に

原本を提出していることをコピーに書き添えてください。 

 

(10) 希望する工事種別は、次回追加申請時（令和 8年 1月頃受付予定）までは追加・変更する

ことはできませんので、ご了承ください。 
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7. 添付書類の提出について 
添付書類には、共通添付書類と個別添付書類があります。 

「資格申請システム」からそれぞれの書類送付票と提出先が印刷されますので、書類内容と

送付先をご確認のうえ、提出してください。なお、共通添付書類と個別添付書類の送付先が出

雲市である場合は、同一の封筒で送付してかまいません。 

共通添付書類として紙により提出するもの、添付ファイルアップロード画面からデータによ

り提出する書類の種別については、「手引き（共通編：工事）」に記載していますので、ご確認の

うえ提出してください。 

 

※提出書類は、Ａ４サイズとし、提出書類一覧表の番号順に、紐綴じで提出してください。フ

ラットファイルでも結構です。 

送付する封筒に「出雲市入札参加資格申請書類（建設工事）在中」と明記してください。 

 

※出雲市へ送付した書類の到達を確認するために、受付印が必要な場合は「受付票（様式は自

由）」のはがき、または「受付票」と返信用の封筒（切手貼付）を同封してください。 

 

 

8. 審査結果について 

（1）入札参加資格申請については、システムの登録内容と添付書類により審査を行います。 

審査結果はシステムにより 3 月下旬に「認定完了メール」を送信しますので、メール及び

システムで審査結果を確認してください。（書面による入札参加資格結果通知書は送付しま

せん。） 

 

（2）認定しない場合は、別途通知します。 

 

 

9. 資格の有効期間について 

令和７年（2025）４月１日から令和９年（2027）３月３１日（２年間） 

※資格有効期間中に、登録内容の変更が生じた場合は、その都度、速やかにシステム変更申請

及び変更届の提出を行ってください。(詳細については、出雲市ホームページをご確認くだ

さい。) 

 

 

10. 問い合わせ先 

〒６９３－８５３０ 出雲市今市町７０ 

    出雲市役所 財政部 管財契約課 入札契約係 

      ＴＥＬ（０８５３）２１－６６４０・２１－６５３４ 

    ＦＡＸ（０８５３）２１－６５６６ 
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11.工事種別表 

別表 1-1（建設業法に基づく建設工事） 

入札参加資格審査を申請できる許可工事種別 

010 土木一式 160 ガラス 

020 建築一式 170 塗装 

030 大工 180 防水 

040 左官 190 内装仕上 

050 とび・土工・コンクリート 200 機械器具設置 

060 石 210 熱絶縁 

070 屋根 220 電気通信 

080 電気 230 造園 

090 管 240 さく井 

100 タイル・れんが・ブロック 250 建具 

110 鋼構造物 260 水道施設 

120 鉄筋 270 消防施設 

130 舗装 280 清掃施設 

140 しゅんせつ 290 解体 

150 板金  

※管工事のうち下水道又は農業若しくは漁業集落排水への接続工事については、「出雲市下水道

排水設備指定工事店」である者を指名しますので、ご注意ください。 

※水道施設工事のうち管路工事については、「出雲市水道事業指定給水装置工事事業者」である

者を指名しますので、ご注意ください。 

 

別表 1-2（市が定める特定の専門工事） 

※「市が定める特定の専門工事」は、市内に主たる営業所を有する事業者（市内業者）、及び、

権限委任する営業所を市内に有する事業者（準市内業者）のみ申請できます。（漁港漁場整

備、水道施設機械器具設置は除く） 

※申請にあたり、提出書類一覧（P9～）に記載している、施工実績書類等の提出が必要です。 

市が定める特定の専門工事 

工事種別 申請条件・提出書類 

ア 合併処理浄化槽 

• 「管」工事の許可業者であること。 
• 「浄化槽法」第 21条に規定する登録工事業者又は同法第 33条第 3項
の届出業者であること。 

• 浄化槽設備士がいること。合併処理浄化槽の施工実績（本体工事の
み。修繕を除く。）があること。 

• 合併処理浄化槽の施工実績（本体工事のみ。修繕を除く。）があること。 
○様式第 6-１号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

イ 区画線 
• 「塗装」工事の許可業者であること。 
• 区画線工事の施工実績があること。 
○様式第 6-２号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 
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   工事種別 申請条件・提出書類等 

ウ 法面 

• 「とび・土工・コンクリート」工事の許可業者であること。 
• 経営事項審査で法面処理の総合評定値が 550 点以上で、平均完成工
事高が 1,000万円以上であること。また、常時稼動可能な吹付け機を保
有していること。 

• 法面工事の施工実績があること。 
○様式第 6-３号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

エ アスファルト舗装 

• 「舗装」工事の許可業者であること。 
• 経営事項審査で舗装の総合評定値が 600 点以上で、平均完成工事高
が 2,000 万円以上(アスファルト舗装に限る)であること。また、常時稼動
可能なアスファルトフィニッシャーを保有していること。 

• アスファルト舗装工事の施工実績があること。 
○様式第 6-４号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

オ 漁港漁場整備 

• 「土木一式」工事の許可業者であること。 
• 経営事項審査で土木一式の総合評定値が 900点以上であること。 
• 島根県内に本店を有し、平成 26 年度以降に完成した島根県内の港
湾・漁港漁場関係工事で作業船を使用した海上作業の施工実績がある
こと。 
※作業船とは、台船、タグボート、潜水士船等で海上海中の作業に使用
する船舶等とする。 

※海上作業とは、護岸、岸壁等の水中部の作業も含むものとする。 
○様式第 6-５号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

カ 
下水道用マンホー

ルポンプ設置 

• 「管」工事の許可業者であること。 
• 様式 6-６号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。申請要
件ではありませんが、格付けの参考としますので、「機械器具設置」工
事許可の有無と、下水道用マンホールポンプ設置工事の施工実績の
有無を記入ください。 

○様式第 6-６号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

キ 下水道管渠更生 

• 「土木一式」工事の許可業者であること。 
• (公財)日本下水道新技術機構の技術審査証明を受けた工法の協会等
に加入しており、かつ協会等が実施する研修・講習を受けた常時雇用
の技術者を配置できること。 

○様式第 6-７号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

ク マンホール更生 

• 「土木一式」工事の許可業者であること。 
• (公財) 日本下水道新技術機構の技術審査証明を受けた工法の協会
等に加入しており、かつ、協会等が実施する研修・講習を受けた常時雇
用の技術者を配置できること。または、下水道コンクリート構造物の腐食
抑制技術及び防食技術マニュアルの防食基準を満たした工法の協会
等に加入しており、かつ、協会等が実施する研修・講習を受けた常時雇
用の技術者を配置できること。 

○様式第 6-8号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

ケ マンホール蓋取替 

• 「土木一式」工事の許可業者であること。 
• 円形カッター工法用の円形カッターを保有していること。 
○様式第 6-9号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

コ 
水道施設機械器具 

設置 

• 「機械器具設置」工事の許可業者であること。 
• 浄水施設における機械器具設置工事については、同様工事の施工

実績を指名選定基準の一つとします。 
○様式第 6-10号「特定専門工事の施工実績等」の提出が必要です。 

 



- 9 - 

 

別表 1-3（その他業務委託） 

※「その他業務委託」は、市内業者（出雲市内に本社がある業者）のみ申請できます。 

その他業務委託 

業務種別 申請条件 

ア 
選挙ポスター掲示場

作製・撤去業務 

・「建築一式」工事の許可業者であり、最新の経営事項審査において
「建築一式」工事の実績を有していること。 

イ 草刈業務 ・草刈業務を希望する者。（建設業許可は要しない） 

ウ 樹木剪定業務 
・「造園」工事の許可業者であり、最新の経営事項審査において「造
園」工事の実績を有していること。 

エ 

下水道管路施設調査

（テレビカメラ調査）

業務 

・ 下水道管路施設調査（テレビカメラ調査）業務を希望する者。 
（建設業許可は要しない） 

・ 登録に必要な要件として、下記①～③をすべて満たすこと。 
①産業廃棄物（汚泥）収集運搬許可業者 
②酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者を雇用している事業者 
③下水道管路管理専門技士（公益社団法人日本下水道管路管理
業協会）の「清掃」「調査」「修繕・改築」の３部門の資格を有してい
る者を雇用している事業者または下水道管理技術認定（地方共同
法人日本下水道事業団）の資格を有した者を雇用している事業者 

 

 

12.提出書類一覧（出雲市の個別審査に必要な個別添付書類） 

①提出書類の基準日は、特記のない限り、令和６年１１月１日とします。 

②特記のない限り、原本を提出してください。 

③添付書類の提出部数は１部です。 

④様式に日付の記入欄があるものは（誓約書、同意書等）、提出日を記入してください。 

⑤下表の用語、記号 

市内＝市内に主たる営業所を有する業者（市内業者）及び市内に入札・契約権限を委任する

営業所を有する業者（準市内業者） 

市外＝市外に主たる営業所及び権限委任する営業所を有する業者（市外業者） 

市内、市外欄  ○＝必ず提出、△＝必要に応じて提出、―＝提出不要 

 

＜表１＞全ての申請業者が対象となる書類    

№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備考 

1 ○ ○ 個別添付書類送付票 

（出雲市） 

☆全ての業者が提出してください。 

・資格申請システムから出力されます。添付した

書類にチェックを入れてください。 

2 ○ ○ 申請者側の入力内容確認画

面を印刷したもの（写し） 

☆全ての業者が提出してください。 

・資格申請システムから出力されます。 

・申請内容照会を印刷したものでも可とします。 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備考 

3 ○ ○ 経営事項審査結果 

通知書（写し） 

 

☆全ての業者が提出してください。 

・審査基準日が令和 5年 6月 30日以降で、最新の

ものを提出してください。総合評定値は、令和 7

年 1月 1日時点で有効な数値を採用します。 

・経営事項審査結果通知書への平均完成工事高の

記載はないが、審査基準日以降に実績のある工

種を希望される場合は、建設工事施工実績証明

書（様式第 3号）を提出してください。 

4 ○ ○ 営業所一覧表 ☆全ての業者が提出してください。 

・資格申請システムにデータファイルを添付した

営業所一覧表を印刷して提出してください。 

5 △ △ 工事経歴書 ☆資格申請システムにデータファイルを添付でき

ない業者は提出してください。 

・様式は、直前の経営事項審査用に作成したもの

で可とします。申請時までに変更があれば朱書

きで追加、訂正してください。 

6 △ △ 技術職員名簿 

7 △ △ 委任状（任意様式） 

 

※参考様式を出雲市ホーム

ページに掲載 

☆入札及び契約権限を営業所等へ委任する場合は

提出が必要です。 

・独自様式で提出される場合は、委任内容として

以下の 4項目を必ず記載してください。（入札契

約権限の一部に限った委任はできません。） 

【記載が必要な委任項目】 

①入札及び見積りに関する事項 

②契約締結並びに代金の請求及び受領に関する 

事項 

③復代理人の選任に関する事項 

④共同企業体の結成及び解散に関する事項 

8 

 

△ ― 【様式第 2－2号】建築工事

付随工種の希望順位表 

 

☆市内業者、準市内業者で、建築一式工事、電気

工事、管工事、合併処理浄化槽工事のうち 2 つ

以上の工種を希望する場合は提出が必要です。 

・建築工事に付随した電気工事、管工事、合併処理

浄化槽工事を発注する際は、重複指名は行わず、

「希望順位表」に記載された希望順位の高い工

種を優先して指名対象とします。指名希望順位

を「1」から順に記入してください。 

9 △ △ 【様式第 3 号】建設工事施

工実績証明書 

☆経営事項審査結果通知書に平均完成工事高の記

載はない工種について、審査基準日以降の実績

（完了したものに限る）を基に希望する場合は

提出が必要です。 

10 

 

○ ○ ・【様式第 4号】建設業許可

証明書(原本：写し可) 

 

・建設業許可通知書(写し) 

 

・建設業者・宅建業者等企業

情報システムの必要ペー

ジを印刷したもの 

☆全ての業者が提出してください。 

・左記のいずれかの書類を提出してください。 

・建設業許可証明書（様式第 4号）は、申請日前 3

か月以内に証明を受けたものとします。 

・様式第 4 号は島根県知事許可の様式です。国土

交通大臣許可、他都道府県知事許可の証明は、

各整備局や各都道府県にお問い合わせくださ

い。 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備考 

11  △ ― 【様式第 5 号】技術職員名

簿（凖市内業者用） 

☆準市内業者は提出が必要です。 

・市内の営業所に配置する技術職員を、抜粋して

作成してください。 

・直前の経営事項審査の際に提出した技術職員を

記載し、本申請時点で変更があれば、朱書きで

追加、訂正してください。追加した技術者につ

いては、資格及び社員であることを証明する書

類(例：健康保険証）の写しを添付してください。 

・監理技術者については、資格者証交付番号欄に

監理技術者番号を記入してください。 

・同一人について A 表「左記以外」欄に 2 つ以上

のコードを書く必要がある場合は、上段表の 2

段以上を使って「左記以外」欄に記入してくだ

さい。 

☆「当該営業所の工種ごと人数」欄の注意事項 

 様式に記載していますのでご確認ください。 

12 ○ ― 【様式第 7 号】分担金、負

担金等に関する誓約書 ☆市内業者、準市内業者は提出が必要です。 
13 ○ ― 【様式第 8号】誓約書 

14 

 

○ △ 【様式第 9号】業態調書 

※別紙「同一入札への参加

が制限される場合」を確

認してください。 

☆市内業者、準市内業者は、該当の有無に関わら

ず提出が必要です。 

市外業者は、該当する場合にのみ提出してくだ

さい。 

15 ○ △ 市税の滞納のない証明書 

（原本）又は 

【様式第 10号】市税情報確

認同意書 

 

☆出雲市内に本店又は営業所(委任の有無に関わ

らず)がある場合、左記のいずれかの提出が必要

です。 

・「出雲市税について滞納のない証明書」は、申請

日前 3か月以内に発行を受けたものとします。 

※別紙「出雲市の入札参加資格に必要な市税等滞

納のない証明書の申請手続について」を確認し

てください。 

16 ○ ○ 【法人】 

社会保険料納入証明書 

（又は社会保険料納付確認

（申請）書） 

【個人】 

国民年金保険料納付確認

（申請）書 

（いずれも原本又は写し） 

 

 

☆全ての業者が提出してください。 

・証明年月日は資格申請日前 3 か月以内のものを

提出してください。 

・証明の対象期間は直近 2 年間です。加入期間が

2年未満の場合は加入以降の期間とします。 

・納付の猶予を受けている場合、猶予期間以外の

未納が無いことが分かるようにしてください。 

・社会保険料納付確認（申請）書の「申請事由」に

他自治体の入札参加資格申請の記載があるもの

は不可です。 

・国民年金保険料納付確認（申請）書について、国

民年金保険料の納付義務が終了している場合

も、その旨の証明を受けてください。 

・別紙「出雲市の入札参加資格に必要な市税等滞

納のない証明書の申請手続について（説明）」を

参照してください。 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備考 

17 △ ― 法人市民税の確定申告書

[第 20号様式]の写し 

☆準市内業者は提出が必要です。 

・出雲市役所市民税課の受付印は不要です。 

・設立から間がなく申告時期が到来していない場

合は、法人設立（開設）届出書の写しを提出。 

 

18 △ ― 【様式第 16号】下水道への

接続について 

☆市内業者、準市内業者で、次の工種等を申請す

る場合は提出が必要です。 

①土木一式 

②管 

③下水道用マンホールポンプ設置 

④下水道管渠更生 

⑤マンホール更生 

⑥マンホール蓋取替 

⑦下水道管路施設調査（テレビカメラ調査）業務 

 

19 ◯ ◯ 【様式第 17号】個人住民税

特別徴収にかかる確認書 

☆全ての業者が提出してください。 

・個人住民税の特別徴収の該当の有無をチェック

する様式です。 

・特別徴収の対象者がいる場合は、添付資料とし

て、市民税・県民税特別徴収税額の決定通知書

（事業所宛）の写し、直近の領収書の写し、地方

税納付サービス明細書の写し等が必要です。 

 

 

＜表２＞市が定める特定の専門工事・その他業務委託を申請する場合に必要となる書類 

※市が定める特定の専門工事等を希望する場合は、該当の書類の提出が必要です。 

※別表 1-2の申請条件、表 2の備考欄、様式の注意事項等を熟読のうえ作成してください。 

※準市内業者、市外業者で委任がある場合、建設業許可については営業所の許可、施工実績及

び保有機械については会社全体の実績及び保有機械とします。 

№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備  考 

20 △ ― 【様式第 6-1号】 

合併処理浄化槽工事の施

工実績 

☆市外業者は申請できません。 

・浄化槽法第 21条に規定する登録工事業者又は同

法第 33条第 3項の届出業者である証明書の写し

を添付してください。 

・浄化槽設備士の資格証明書の写し（全員分）を添

付してください。 

・施工実績として認めるのは本体工事のみです。

修繕工事は除きます。 

・施工実績の確認書類として、契約書の写し又は

コリンズの登録内容確認書を添付してくださ

い。31人槽以上の実績がある場合は、加えて、

31人槽以上であることがわかる書類の写しを添

付してください。 

21 △ ― 【様式第 6-2号】 

区画線工事の施工実績 

☆市外業者は申請できません。 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備  考 

22 △ ― 【様式第 6-3号】 

法面工事の施工実績 

☆市外業者は申請できません。 

・施工実績は、令和 3年 12月 1日以降完成した主

なものを記載してください。 

・常時稼働可能な吹付け機の保有を条件としてい

ます。写真やリース契約書の写し等、保有を確

認できる書類を添付してください。 

23 △ ― 【様式第 6-4号】 

アスファルト舗装工事の

施工実績 

☆市外業者は申請できません。 

・常時稼動可能なアスファルトフィニッシャーの

保有を条件としています。写真やリース契約書

の写し等、保有を確認できる書類を添付してく

ださい。 

24 △ △ 【様式第 6-5号】 

漁港漁場整備工事の施工

実績 

☆島根県外に本店を有する業者は申請できませ

ん。 

・施工実績確認書類として、契約書の写し又はコ

リンズの登録内容確認書を添付してください。 

25 △ ― 【様式第 6-6号】 

下水道用マンホールポン

プ設置工事の施工実績 

☆市外業者は申請できません。 

・「機械器具設置」工事許可と施工実績は申請要件

ではありませんが、格付けの参考とするため、

許可の保有、施工の実績を記入してください。 

26 △ ― 【様式第 6-7号】 

下水道管渠更生工事の確

認書類 

☆市外業者は申請できません。 

・次の資料の添付が必要です。 

①(公財)日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた工法であることが分かる資料（加入して

いる協会のホームページに掲載されている証明

書等を印刷したもの等）及び協会等への加入が

分かる資料 

②技術者が研修・講習を受けたことを証明する資

料及び技術者の常時雇用が分かる資料 

27 △ ― 【様式第 6-8号】 

マンホール更生工事の確

認書類 

☆市外業者は申請できません。 

・申請条件に対応した、次の①②のいずれかの、資

料の添付が必要です。 

①(公財)日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた工法であることが分かる資料（加入して

いる協会のホームページに掲載されている証明

書等を印刷したもの等）及び協会等への加入が

わかる資料。 

技術者が研修・講習を受けたことを証明する資

料及び技術者の常時雇用がわかる資料。 

 

②下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び

防食技術マニュアルの防食基準を満たした工法

であることが分かる資料（加入している協会の

ホームページに掲載されている証明書等を印刷

したもの等）及び協会等への加入がわかる資料。 

技術者が研修・講習を受けたことを証明する資

料及び技術者の常時雇用がわかる資料。 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備  考 

28 △ ― 【様式第 6-9号】 

マンホール蓋取替工事の

確認書類 

☆市外業者は申請できません。 

・円形カッター工法に用いる、円形カッターの保

有を条件としています。写真やリース契約書の

写し等、保有を確認できる書類を添付してくだ

さい。 

29 △ △ 【様式第 6-10号】 

水道施設機械器具設置工

事（浄水施設関係）の施工

実績 

☆市外業者も申請できます。 

・浄水施設における機械器具設置工事（以下「浄水

施設工事」という。）については、同様工事の施

工実績を指名選定基準の一つとしますので、浄

水施設工事の施工実績がある場合は、本様式に

内容を記入のうえ、契約書の写し又はコリンズ

の登録内容確認書を添付してください。 

なお、浄水施設工事の施工実績がない場合は、本

様式に「実績なし」と記入してください。 

・浄水施設工事以外の施工実績は、提出する必要

はありません。 

30 △ ― 下水道管路施設調査 

（テレビカメラ調査）業務

の確認資料 

☆出雲市内に本社がある業者のみ申請できます。 

・申請条件として次の①～③をすべて満たす必要

があり、確認資料の添付が必要です。 

①産業廃棄物（汚泥）収集運搬許可業者 

②酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者を雇用して

いる事業者 

③下水道管路管理専門技士（公益社団法人日本下

水道管路管理業協会）の「清掃」「調査」「修繕・

改築」の３部門の資格を有している者を雇用し

ている事業者または下水道管理技術認定（地方

共同法人日本下水道事業団）の資格を有した者

を雇用している事業者 

 

《添付書類 ※すべて必要》 

①産業廃棄物(汚泥)収集運搬業務の許可証の写し 

②酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者の資格証の

写し 

③下水道管路管理専門技士、または、下水道管理

技術認定の資格証の写し」 

 

 

 

●＜表３＞発注者別評価点（対象工種：土木一式、建築一式、水道施設）に関する書類 

     【市内業者、準市内業者が対象となります】 

※入札参加資格登録後に格付する際の発注者別評価点の設定に必要な書類です。 

 発注者別評価点は出雲市ホームページの「発注者別評価点について」をご覧ください。 

※準市内業者の実績や雇用状況等については、会社全体のものとします。（３１．ＣＰＤＳ取得

数については営業所のみ） 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備  考 

31 △ ― ＣＰＤＳ取得数確認資料 ☆土木一式工事又は水道施設工事の希望者で、該当

者のみ提出してください。 

○基準日前 5 年間（令和元年 11 月 1 日～令和 6 年

10 月 31 日）における会社全体（凖市内業者は営

業所）でのユニット数のトータルを確認するた

め、（一社）全国土木施工管理技士会連合会が発行

する学習履歴証明書（ユニット数の証明書。写し

でも可。）を提出してください。（5 年間で 100 ユ

ニット以上が加点の対象であり、それ未満は提出

不要） 

32 △ ― 【様式第 14‐1号】 

【様式第 14‐2号】 

【様式第 14‐3号】 

ＣＰＤ取得数確認資料 

 

☆建築一式工事の希望者で、該当者のみ提出してく

ださい。 

○会社全体での「研修による能力開発」の取得単位

数の合計を確認するため、様式第 14-1号により、

（一社）島根県建築士会に証明を依頼し、（一社）

島根県建築士会で証明されたものを様式第 14-2

号に集計し提出してください。証明願の申請者は

個人でも会社でも構いません。（平成 31年度～令

和 5 年度で 50 単位以上が加点の対象であり、そ

れ未満は提出不要） 

○建築施工管理 CPD の取得単位数の合計を確認す

るため、様式 14-3号または CPD システムにより

（一財）建設業振興基金に証明を依頼し、（一財）

建設業振興基金で証明されたもの（基金の様式

6a）を提出してください。（平成 31 年度～令和 5

年度で 20 単位以上が加点の対象であり、それ未

満は提出不要） 

○各登録者の雇用関係が確認できる書類を提出し

てください。 

33 △ ― しまね・ハツ・建設ブラ

ンド登録確認資料 

☆土木一式工事の希望者で、該当者のみ提出してく

ださい。 

・島根県土木部技術管理課より発行された登録通知

の写しを提出してください。 

34 △ ― 【様式第 12号】 

障がい者雇用状況調書 

☆土木一式工事、建築一式工事又は水道施設工事の

希望者で「令和 6年 4月 1日以降の法定雇用率に

より申請日時点の従業員数で障がい者の雇用義

務のある事業者となる」、又は「障がい者の雇用義

務がないが、申請日時点で障害者の雇用の促進等

に関する法律（昭和 35 年 7 月 25 日 法律第 123

号）第 2条に定める障害者を雇用している事業者

である」場合は提出してください。 

・障がい者を雇用している場合、添付資料が必要で

す。（詳細は様式を確認してください。） 

・様式に添付している参考資料をよく確認し、申請

日時点の状況を記入してください。 

・準市内業者の場合は、会社全体での該当者につい

て記入してください。 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備  考 

35 △ ― ・建設業労働災害防止協

会加盟証明書 

 

・【様式第 11号】 

労働安全講習受講実績

報告書 

☆土木一式工事又は建築一式工事の希望者で、該当

者のみ提出してください。 

 

①建設業労働災害防止協会加盟証明書の写し 

・建設業労働災害防止協会島根県支部が発行する同

協会への加盟を証明する証明書（申請日前３か月

以内）の写しを提出してください。 

 

②労働安全講習受講実績報告書（様式第 11号） 

・建設業労働災害防止協会島根県支部が実施した

「安全衛生教育研修」の中で、下記の指定講習の

うち、基準日前 3 年間（令和 3 年 12 月 1 日～令

和 6 年 10 月 31 日）に受講した実績を様式第 11

号に記載して提出してください。併せて受講した

研修の修了証の写しを添付してください。 

準市内業者の場合、会社全体の該当者について記

入してください。 

［指定講習］ 

⑴職長･安全衛生責任者教育 

⑵職長のためのリスクアセスメント教育 

⑶新・総合工事業者のためのリスクアセスメント研修 

⑷車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）

運転業務従事者安全衛生教育（定期） 

⑸建設業等における管理者のための熱中症予防教育 

⑹足場の組立て等作業主任者能力向上教育(定期) 

⑺現場管理者統括管理講習 

⑻職長・安全衛生責任者能力向上教育（定期） 

 

・建設業労働災害防止協会島根県支部出雲分会と出

雲市建設業協会が共催で実施する安全研修会を

受講した場合は、様式 11 号に記載するほか、受

講証明（写し可）を添付してください。  

※基準日前 3年間に同じ方が 2又は 3回受講した場

合は 2又は 3名分のカウントとなります。 

 

36 △ ― 建設労働者の福利向上 

①建設業退職金共済事業

加入証明書 

②退職一時金制度加入証

明書（加入証明書又は

就業規則） 

③企業年金制度加入証明    

書（加入証明書又は就

業規則） 

④法定外労働災害補償制

度加入証明書 

☆土木一式工事、建築一式工事又は水道施設工事の

希望者で、次の４項目すべてに加入している場合

のみ提出してください。 

①建設業退職金共済事業 

②退職一時金制度 

③企業年金制度 

④法定外労働災害補償制度 

・直前の経営事項審査に提出した下記書類の写しを

提出してください。 

なお、経営事項審査以降、申請日までに加入され

た場合、証明書を添付してください。 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備  考 

37 △ ― ・こっころカンパニー認

定証の写し 

 

・プレミアムこっころカ

ンパニー表彰状の写し 

☆土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事の希

望者で、該当者のみ提出してください。 

・こっころカンパニーの認定証は、申請日時点で有

効なものに限ります。 

・プレミアムこっころカンパニー表彰状は、過去 3 

年間（令和 3～令和 5 年度）に知事表彰を受けた

表彰状をＡ４サイズに縮小コピーして提出して

ください。 

（照会先） 

島根県政策企画局女性活躍推進課（0852-22-5629） 

 

38 △ ― ・しまね女性の活躍応援

企業の登録証の写し 

 

☆土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事の希

望者で、該当者のみ提出してください。 

・しまね女性の活躍応援企業の登録証は、申請日時

点で有効のものに限ります。 

（照会先） 

島根県政策企画局女性活躍推進課女性活躍企画推

進グループ 0852-22-5245） 

 

39 △ ― 【様式第 15号】 

雇用者関係調書 

☆土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事の希

望者で、該当者のみ提出してください。 

・詳細は P20をご覧ください。 

 

40 △ ― 除雪業務（凍結防止剤散

布含む）契約実績確認資

料 

 

☆土木一式工事の希望者で、該当者のみ提出してく

ださい。 

・令和 4 年度～6 年度に国、島根県又は県内市町村

と除雪業務（凍結防止剤散布を含む）を契約した

実績がある場合、それぞれの年度に対し 1通ずつ

契約書の写しを添付してください。 

・島根県との契約で共同受注方式である場合、市で

内容確認を行いますので、提出書類は不要です。 

 

41 △ ― 【様式第 13‐1号】 

【様式第 13‐2号】 

災害時地域貢献申告書 

 

☆土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事の希

望者で、該当者のみ提出してください。 

【土木一式工事又は建築一式工事の希望者】 

・様式第 13-1号を提出してください。 

・出雲市建設業協会に加入している場合は、様式第

13-1号および加入証の提出は不要です。 

・出雲市と災害協定を締結した団体で出雲市建設業

協会を除く団体に加入している者は、様式第 13-

1 号の提出は不要ですが、当該団体に加入してい

ることを証明する書類を提出してください。 

（対象の団体の例）島根県電気工事工業組合出雲支

部、出雲市測量設計業協会、出雲地区生コンクリ

ート協同組合、島根県エルピーガス協会出雲支

部、日本下水道管路管理業協会 等 
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№ 
市

内 

市

外 
書類名称 備  考 

41 △ ― （続き） 

災害時地域貢献申告書 

 

（続き） 

【水道施設工事の希望者】 

・様式第 13-2号を使用してください。 

・出雲管工事事業協同組合に加入している場合は、

様式第 13-2号および加入証の提出は不要です。 

【共通：災害協定を締結した団体に未加入の者】 

・基準日前 3年間(令和 3年 12月 1日～令和 6年 10

月 31日)に、災害時の緊急対応（国又は地方公共

団体）の実績がある場合は、提出してください。 

・提出にあたっては、災害時緊急対応の実績につい

て、発注者に証明を求めてください（様式第 13-

2 号は証明不要）。実績が複数の団体にある場合

は、出雲市を優先して（出雲市＞島根県＞それ以

外の地方公共団体＞国の順で）証明を求めてくだ

さい。なお、証明依頼時には、証明のスムースな

発行のため、契約書の写し、契約書が無い場合は

口頭発注書または請求書等、契約状況が分かる資

料を添付してください。 

44 △ ― 消防団協力事業所 確認

資料 

☆土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事の希

望者で該当者のみ提出してください。 

・出雲市消防本部が交付する「消防団協力事業所表

示証交付証」の写しを提出してください。 

45 △ ― 学校支援活動実績 確認

資料 

・島根県教育庁社会教育

課が所管する学校支援

企業等としての登録が

確認できる書類 

・登録事業者としての活

動を学校長が証明する

書類 

☆土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事の希

望者で該当者のみ提出してください。 

・島根県教育庁社会教育課が所管する学校支援企業

等としての登録が確認できる書類の写しを提出

してください。 

・基準日前 3 年間（令和 3 年 12 月 1 日～令和 6 年

10月 31日）に「学校支援企業等」（島根県教育庁

社会教育課が所管する明日のしまねを担う子ど

もたちの夢を育む学校教育活動を支援する企業

等をいう。）の登録事業所として、職場体験等の活

動した実績について、学校長が証明した書類の写

しを提出してください。 

（照会先） 

島根県教育庁社会教育課社会教育グループ 

（0852-22-6876） 

 

46 △ ― 更生保護協力雇用主 確

認資料 

☆土木一式工事、建築一式工事、水道施設工事の希

望者で該当者のみ提出してください。 

・保護観察所が交付する協力雇用主登録証明書等の

写しを提出してください。 
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（３９）．【様式第 15号】雇用者関係調書 

１．若年者の雇用（最大 5名分、役員を除く正規職員） 

 ・基準日前 3 年間（令和 3 年 12 月 1 日～令和 6 年 10 月 31 日）に、雇用時点の年齢が 29 才

以下の若年者を正規職員として雇用（正規職員とは、雇用保険等の加入が義務となる正規

な職員）し、申請日時点で引き続き雇用している者を記入してください。 

 ・様式第 15号と併せて、加点対象者に関して添付する書類： 

  ①「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」又は「雇用開始日が確認出来る書類」（写） 

  ②申請日の前月分の賃金支払台帳又は源泉徴収簿（写） 

  ※②は、申請日時点で引き続き雇用していることを確認するために提出する書類であるた

め、給与月額等、不要な情報は黒塗り等を行ったもので提出してかまいません。（下記の

２．継続雇用及び３．新たに資格を取得した場合も同様です。） 

  

２．前回名簿において「若年者の雇用」で加点した者の継続雇用（最大 5名分、役員を除く正

規職員） 

 ・令和 4～6年度名簿において「若年者の雇用」で加点された者で、正規職員として継続雇用

し、申請日時点において引き続き雇用している者を記入してください。 

 ・様式第 15号と併せて、加点対象者に関して添付する書類： 

  ①「健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書（直前 3 年度分）」  

   又は「雇用開始日が確認出来る書類」（写） 

  ②申請日の前月分の賃金支払台帳又は源泉徴収簿（写） 

  ③令和 4～6年度名簿の申請時に提出した様式第 15号（写） 

 ・本加点は令和 4～6年度名簿の申請で「若年者の雇用」で加点された場合にのみ該当します

ので、令和 4～6年度名簿の定期申請・追加申請において「若年者の雇用」の加点がなかっ

た場合、また、入札参加資格申請自体を行っていない場合はこの加点には該当しません。 

 

 ３．前々回名簿において「若年者の雇用」で加点され、前回名簿において「継続雇用」で加点

された者が、新たに資格を取得した場合（最大 5名分、役員を除く正規職員） 

 ・平成 31～令和 3年度名簿において「若年者の雇用」で加点し、令和 4～6年度名簿で「継続

雇用」で加点された者について、新たに資格（建設業法に係る主任技術者になれる資格（実

務経験は除く）または 1･2 級建設業経理士）を取得し、かつ正規職員として継続雇用し、

申請日時点において引き続き雇用している者を記入してください。 

 ・様式第 15号と併せて、加点対象者に関して添付する書類： 

  ①「健康保険・厚生年金被保険者資格取得確認及び標準報酬決定通知書（直前 5 年度分）」  

   又は「雇用開始日が確認出来る書類」（写） 

  ②申請日の前月分の賃金支払台帳又は源泉徴収簿（写） 

  ③平成 31～令和 3年度名簿および令和 4～6年度名簿の申請時に提出した様式第 15号（写）

（2回分） 

  ④建設業法に係る主任技術者になれる資格等（別添「監理技術者又は主任技術者となり得

る国家資格等」）参照及び 1･2級建設業経理士）の合格証（写）及び資格者証（写） 

  ⑤水道法に係る給水装置工事主任技術者の免状（写）[水道施設工事のみ] 

【既に資格を有している場合の取扱い】 

  対象者が就職する際、既に資格を有している場合は、次の段階の資格（例：2級施工管理技

士は 1級施工管理技士を取得、1級施工管理技士は他の主任技術者になり得る資格）を取得

した場合に加点します。様式第 15号に資格取得日を記載してください。 

 ・本加点は平成 31～令和 3年度名簿の申請で「若年者の雇用」で加点し、令和 4～6年度名簿

に継続雇用で加点した場合にのみ該当しますので、令和 4～6年度名簿の定期申請・追加申

請において継続雇用の加点がなかった場合、また、入札参加資格申請自体を行っていない

場合はこの加点には該当しません。また、土木一式工事及び建築一式工事と水道施設工事

では加点内容が異なりますので、出雲市ホームページに掲載している「発注者別評価点の

概要」をご確認ください。 



　　　　　：特定建設業の営業所専任技術者（又は監理技術者）となり得る国家資格

　　　　　：一般建設業の営業所専任技術者（又は主任技術者）となり得る国家資格

枠内の数字：資格取得後、必要な当該業種の実務経験年数

（※）特定建設業の営業所専任技術者（又は監理技術者）となり得る国家資格を有するものは、一般建設業の営業所専任技術者（又は主任技術者）となり得る

指定建設業

１級建設機械施工管理技士

１級土木施工管理技士 3 3 3 3 3 3 3 3 注１

１級土木施工管理技士補 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

土　　　　　木 5 5 5 5 5 5 5 5 5 注１

鋼構造物塗装 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

薬 液 注 入 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

２級土木施工管理技士補 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

3 3 3 3 注１

１級建築施工管理技士補 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

建　　　　　築 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 注１

躯　　　　　体 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 注１

仕　上　げ 5 5 5 5 5 5 5

２級建築施工管理技士補 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

3 3

１級電気工事施工管理技士補 3 3

5 5

２級電気工事施工管理技士補 5 5

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

１級管工事施工管理技士補 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

２級管工事施工管理技士補 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

１級造園施工管理技士補 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

２級造園施工管理技士補 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

1 1

注１

注１

森林｢森林土木」・総合技術監理（森林｢森林土木」）

建設業の種類

資格区分

衛生工学「廃棄物・資源循環」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物・資源
循環」）

技
術
士
法

（
技
術
士
試
験

）

１級電気通信工事施工管理技士

２級電気通信工事施工管理技士

建築設備士（注２）

建築士法
（建築士試験）

機械「熱・動力エネルギー機器｣及び｢流体機器」を除く・総合技術監理
（機械「熱・動力エネルギー機器｣及び｢流体機器」を除く）

板
金

管
舗
装

タ
イ
ル
 
・
レ
ン
ガ

電
気

２級造園施工管理技士

１級電気工事施工管理技士

建設（「鋼構造及びコンクリート」）・総合技術監理（建設）（「鋼構造及びコ
ンクリート」）

２級電気工事施工管理技士

水
道
施
設

機械「熱・動力エネルギー機器｣又は｢流体機器」・総合技術監理（機械
「熱・動力エネルギー機器｣又は｢流体機器」）

建
設
業
法

（
技
術
検
定

）

ガ
ラ
ス

と
び
 
・
土
工

・

コ
ン
ク
リ
ー

ト

２級建築施工管理技士

２級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

し

ゅ
ん
せ
つ

２級建設機械施工管理技士

消
防
施
設

鋼
構
造
物

鉄
筋

土
木

建
築

大
工

塗
装

石
屋
根

左
官

解
体

熱
絶
縁

電
気
通
信

造
園

さ
く
井

防
水

内
装
仕
上

機
械
器
具
設
置

建
具

清
掃
施
設

種
別

種
別

１級建築士

２級建築士

木造建築士

建設「鋼構造及びコンクリート」を除く・総合技術監理（建設「鋼構造及び
コンクリート」を除く）

上下水道（「下水道」）・総合技術監理（上下水道）（「下水道」）

衛生工学「建築物環境衛生管理」・総合技術監理（衛生工学「建築物環
境衛生管理」）

農業「農業農村工学」・総合技術監理（農業「農業農村工学」）

電気電子・総合技術監理（電気電子）

衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）

上下水道「上下水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上下
水道及び工業用水道）

森林｢林業・林産」・総合技術監理（森林｢林業・林産」）

2024/3/25施行

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）

建設業法における配置技術者となり得る国家資格等一覧

1



指定建設業

第１種電気工事士

第２種電気工事士 3

電気事業法
（電気主任技術者

国家試験等）
電気主任技術者（１種 ・ 2種 ・ 3種） 5

電気通信事業法
（電気通信主任技

術者試験）
電気通信主任技術者 5

3

工事担任者（総合通信）の交付を受けた者（注８） 3

水道法
（給水装置工事主
任技術者試験）

給水装置工事主任技術者 1

甲種消防設備士

乙種消防設備士

3

１級型枠施工

２級型枠施工 3 注９

3

注１０ 3

１級コンクリート圧送施工

２級コンクリート圧送施工 注９

注１１

3

3

3

１級築炉

２級築炉 3

3 3

3

3

3

3

3 3 3

3 3

3

3

3

3

3

3

１級造　　　園

２級造　　　園 3

１級防水施工

２級防水施工 3

１級さ　く　井

２級さ　く　井 3

地すべり防止工事士（注３） 注1２ 1

基礎ぐい工事（注４）

1級計装士（注５） 1 1

解体工事施工技士（注６）

その他

消防法
（消防設備士試

験）

電気工事士法
（電気工事士試

験）

工事担任者（第一級アナログ通信及び第一級デジタル通信の両方）の交
付を受けた者（注８）電気通信事業法

（工事担任者）

１級鉄工

２級タイル張り

２級配管（選択科目「建築配管作業」）

２級冷凍空気調和機器施工

１級畳製作・内装仕上げ施工・表装

２級左　　　官

１級かわらぶき

１級建築大工

１級タイル張り

２級建築大工

１級左　　　官

１級ウェルポイント施工

２級畳製作・内装仕上げ施工・表装

２級ウェルポイント施工

２級工場板金

２級建築板金「ダクト板金作業」以外

２級ガラス施工

２級熱絶縁施工

１級鉄筋施工(選択科目「鉄筋施工図作成作業」及び｢鉄筋組立て作業」）

１級工場板金

２級石材施工

１級石材施工

２級建具制作・カーテンウォール施工・サッシ施工

１級熱絶縁施工

１級建具制作・カーテンウォール施工・サッシ施工

路面標示施工

２級鉄工

２級及び３級鉄筋施工(選択科目「鉄筋施工図作成作業」及び｢鉄筋組立
て作業」）

１級冷凍空気調和機器施工

１級配管（選択科目「建築配管作業」）

１級ブロック建築

２級ブロック建築

と
び
 
・
土
工
・

コ
ン
ク
リ
ー

ト

１級ガラス施工

１級とび

２級とび

１級塗装

２級塗装

２級建築板金「ダクト板金作業」

１級建築板金「ダクト板金作業」

１級建築板金「ダクト板金作業」以外

２級かわらぶき

鋼
構
造
物

資格区分

建設業の種類

土
木

建
築

大
工

左
官

舗
装

し

ゅ
ん
せ
つ

板
金

ガ
ラ
ス

塗
装

石
屋
根

電
気

管

タ
イ
ル
 
・
レ
ン
ガ

解
体

防
水

内
装
仕
上

機
械
器
具
設
置

熱
絶
縁

電
気
通
信

造
園

職
業
能
力
開
発
促
進
法

（
技
能
検
定

）

さ
く
井

建
具

水
道
施
設

消
防
施
設

清
掃
施
設

鉄
筋

2



指定建設業

登録電気工事基幹技能者

登録橋梁基幹技能者

登録造園基幹技能者

登録コンクリート圧送基幹技能者

登録防水基幹技能者

登録トンネル基幹技能者

登録建設塗装基幹技能者

登録左官基幹技能者

登録機械土工基幹技能者

登録海上起重基幹技能者

登録PC基幹技能所

登録鉄筋基幹技能者

登録圧接基幹技能者

登録型枠基幹技能者

登録配管基幹技能者

登録鳶・土工基幹技能者

登録切断穿孔基幹技能者

登録内装仕上工事基幹技能者

登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者

登録エクステリア基幹技能者

登録ALC基幹技能者

登録建築板金基幹技能者

登録外壁仕上基幹技能者

登録ダクト基幹技能者

登録保温保冷基幹技能者

登録ウレタン断熱基幹技能者

登録グラウト基幹技能者

登録冷凍空調基幹技能者

登録運動施設基幹技能者

登録基礎工基幹技能者

登録タイル張り基幹技能者

登録標識・路面標示基幹技能者

登録土工基幹技能者

登録発破・破砕基幹技能者

登録圧入基幹技能者

登録送電線工事基幹技能者

登録消化設備基幹技能者

登録建築大工基幹技能者

登録建築測量基幹技能者

登録硝子工事基幹技能者

登録さく井基幹技能者

登録解体基幹技能者

登録あと施工アンカー基幹技能者

登録計装基幹技能者

【備考】

（注２）　　建築士法第二条第五項に規定する建築設備に関する知識及び技能につき国土交通大臣が定める資格をいいます。

（注３）　　地すべり防止工事に必要な知識及び技術を確認するための試験で国土交通大臣の登録を受けたものをいい、具体的には一般社団法人斜面防災対策技術協会が行う地すべり防止工事試験が該当します。

（注６）　　解体工事に必要な知識及び技術を確認するための試験で国土交通大臣の登録を受けたものをいい、具体的には公益社団法人全国解体工事業団体連合会が行う解体工事施工技士試験が該当します。

（注８）　　令和３年４月１日以降に工事担任者試験に合格した者、養成課程を修了した者及び総務大臣の認定を受けた者に限ります。

（注９）　　合格後、コンクリート工事に関し三年以上実務の経験を有する者

（注１０）　合格後、とび工事に関し三年以上実務の経験を有する者

（注１１）　合格後、土工工事に関し三年以上実務の経験を有する者

（注１２）　合格後、土工工事に関し一年以上実務の経験を有する者

（補）　　　表中の主任技術者になれるものに関し、建設業法第十五条第二号ロの規定を満たす場合には、特定建設業の営業所専任技術者（又は監理技術者）となり得ます。（ただし、指定建設業は除かれています）

建
具

水
道
施
設

（注７）　　建設業法施行規則第十八条の三第二項第二号の登録基幹技能者講習を終了した者をいい、単一の建設業の種類における実務経験を１０年以上有する場合について、当該建設業の種類における技術
           者として認められます。なお、平成３０年４月１日の施行以前に講習を修了した者のうち、対応する建設業の種類に関して１０年以上の実務経験を有していないものについては実務経験年数を１０年以上有
           するに至った時点で当該要件を満たすものとします。

（注４）　　基礎ぐい工事に必要な知識及び技術を確認するための試験で国土交通大臣の登録を受けたものをいい、具体的には一般社団法人日本基礎建設協会及び一般社団法人コンクリートパイル建設技術協
            会が行う基礎施工士試験が該当します。

防
水

内
装
仕
上

機
械
器
具
設
置

消
防
施
設

清
掃
施
設

塗
装

解
体

熱
絶
縁

電
気
通
信

造
園

さ
く
井

鉄
筋

舗
装

し

ゅ
ん
せ
つ

板
金

ガ
ラ
ス

石
屋
根

電
気

管

タ
イ
ル
 
・
レ
ン
ガ

鋼
構
造
物

資格区分

建設業の種類

土
木

建
築

大
工

左
官

と
び
 
・
土
工
・

コ
ン
ク
リ
ー

ト

基幹技能者（注７） 種目その他

（注５）　　建築物等に計装装置等を設置する工事に必要な知識及び技術を確認するための試験で国土交通大臣の登録を受けたものをいい、具体的には一般社団法人日本計装工業会が
            行う１級の計装士技術審査が該当します。

（注１）　　解体工事業について、技術検定に係る資格は平成２７年度までの合格者について、技術士試験資格に係る資格は当面の間、資格とは別に、解体工事に関する１年以上の実務経験を有している又は登録解体
　　　　　　工事講習を受講していることが必要です。
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出雲市の入札参加資格に必要な 

市税等滞納のない証明書の申請手続について（説明） 

出雲市管財契約課 

 

１ 出雲市税について滞納のない証明書  

 問合わせ先 出雲市役所２階 市民税課 （電話 ０８５３－２１－６７０３） 

 

☆出雲市内に本店、支店、営業所等の事務所がある業者の方は、その事務所に対する入札・

契約に関する委任の有無に関係なく、必ず証明書の提出をお願いします。 

 

１．証明書交付場所 

出雲市役所本庁 市民税課 

出雲市役所各行政センター 市民サービス課 

 

２．交付申請に必要なもの（申請時に持参するもの） 

⑴ 証明書交付申請書 

・申請書は市役所及び各行政センターにあります。 

・出雲市ホームページからもダウンロードができます。 

【注意事項】 

①法人の証明や個人の証明を代表者以外の人又は別世帯の人が申請する場合 

委任状（納税証明書用委任状）が必要です。特に法人の証明は、委任状に納税義務者

（本店）の代表者名の記入及び代表者印が無い場合は交付できません。 

なお、法人代表者が来庁し申請される場合は、申請書に代表者印を押印することで、

委任状の省略ができます。 

 

② 納付書で出雲市税を納付後、２週間以内に証明書の交付を申請する場合 

その領収書（写し不可）。また、月末口座振替された後、１週間以内に証明書の交付

を申請する場合は、預貯金通帳（写し不可）をご持参ください。 

  ※インターネットバンキングで納付された場合は２週間程度納付を確認できない場

合がありますのでご注意ください。 

 

⑵ 来庁者の本人確認資料 

マイナンバーカード、運転免許証等（詳しくは、市民税課でご確認ください。） 

 

⑶  手数料 

証明書１通につき３００円 

 

 

https://www.city.izumo.shimane.jp/www/contents/1000000001455/index.html


２．社会保険料について未納のない証明書  

問合わせ先 日本年金機構出雲年金事務所（電話０８５３－２４－００４５） 

 

１．証明書交付場所 

管轄する年金事務所 

 

２．交付申請に必要なもの（年金事務所へ持参するもの） 

  申請様式は、健康保険・厚生年金保険の適用有無によって、(1)と(2)の 2種類あります。 

また、証明書の申請・受取について、事業主以外の方が年金事務所の窓口にて手続をさ

れる場合は、申請書下部の委任欄への記入が必要です。 

 

⑴ 社会保険料納入証明申請書〔健康保険・厚生年金保険の適用事業所用〕 

   …健康保険料、厚生年金保険料、子ども・子育て拠出金及び延滞金の納付状況証明

書です。 

 

⑵ 国民年金保険料納付確認（申請）書〔健康保険・厚生年金保険の適用対象とならない

事業所用〕 

…国民年金保険料の納付状況証明書です。 

 

⑶ 窓口にて手続きをする方の本人確認資料 

マイナンバーカード、運転免許証等（詳しくは、各年金事務所でご確認ください。） 

 

⑷ 手数料 

無料 

 

３．出雲年金事務所で証明を受けられる業者の方 

  駐車場・窓口の混雑が予想されますので、できるだけ郵送により証明を依頼してくださ

い。上記２の申請様式に必要事項を記入のうえ、１１０円切手を貼った返信用封筒（定形）

を添えて下記宛てまでお送りください。 

（送付先）〒６９３－００２１ 出雲市塩冶町１５１６－２ 

日本年金機構 出雲年金事務所 厚生年金徴収課  
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同一入札への参加が制限される場合 

【業態調書（工事：様式第 9 号、業務：様式第 6 号）関係】 
  

資本関係又は人的関係がある者同士が同一の入札へ参加することについては、公正な入札が阻害

されるおそれがあるため、競争確保の観点から入札の参加を制限します。 

 

次の①～③の制限基準に該当する場合は、同一の入札に参加できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※ ①、②について、子会社又は子会社の一方が更正会社又は再生手続を存続中の会社である場合は

除く。 

③について、会社の一方が更正会社又は再生手続を存続中の会社である場合は除く。 
 
 

○親会社、子会社の定義 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③役員の兼任 

①親子関係 

× 

Ｃ社 Ｂ社 
× 

× × 

②親会社が同じ子会社同士 

資本関係の 
繋がりあり 

役員等の 
兼任あり 

× 同一入札への参加
が制限される場合 

Ａ社 Ｄ社 

会社法第２条第３号及び第４号に規定する親会社・子会社 

第２条第３号 子会社の定義 

 会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他の当該会社がその経営を支

配している法人として法務省令で定めるものをいう。 

第２条第４号 親会社の定義 

 株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を支配している法人として法

務省令で定めるものをいう。 

別紙 

制限基準 

 ①親会社と子会社の二者 

 ②親会社を同じくする子会社同士 

 ③役員が兼任している会社同士(下記『役員の定義』参照) 

 

※一者を除いて辞退すれば残る一者は参加可能 
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○役員の定義 

 

 

 

 

 

 

 

○入札制限通知について 

 

ケースⅢ 

Ａ社 

Ｃ社 

Ｂ社は、Ａ社の「子会社」であり、 

子会社であるＢ社は、 

Ｃ社の議決権の過半数を有することから、 

 

会社法第２条の規定により、 

Ａ社は、Ｃ社の「親会社」とみなされ、 

Ｃ社は、Ａ社の「子会社」とみなされる。 

 親会社 子会社 

Ａ社 － Ｂ社、Ｃ社 

Ｂ社 Ａ社 Ｃ社 

Ｃ社 Ａ社、Ｂ社 － 
 

Ｂ社 

Ｂ社の議決権 
の過半数 

Ｃ社の議決権 
の過半数 

ケースⅡ 

Ａ社 

Ｃ社 

Ｃ社の議決権 
の２割 

Ｂ社は、Ａ社の「子会社」であり、親会社

であるＡ社及び子会社であるＢ社は、 

Ｃ社の議決権の過半数を有することから、 

 

会社法第２条の規定により、 

Ａ社は、Ｃ社の「親会社」とみなされ、 

Ｃ社は、Ａ社の「子会社」とみなされる。 

 親会社 子会社 

Ａ社 － Ｂ社、Ｃ社 

Ｂ社 Ａ社 － 

Ｃ社 Ａ社 － 
 

Ｂ社 

Ｂ社の議決権 
の過半数 

Ｃ社の議決権 
の４割 

ケースⅠ 

Ａ社 

Ｂ社 

Ｂ社の議決権 
の過半数 

Ａ社は、Ｂ社の「親会社」 

Ｂ社は、Ａ社の「子会社」 

 
 親会社 子会社 

Ａ社 － Ｂ社 

Ｂ社 Ａ社 － 
 

・会社の代表権を有する取締役（代表取締役） 

・取締役（ただし、委員会等設置会社の取締役及び社外取締役を除く。） 

・会社更生法第 67条第１項又は民事再生法第 64条第２項の規定により選任された管財人 

・委員会等設置会社における執行役又は代表取締役 

系列関係を認めた会社については、入札への参加制限があるため、認定に合わせ、個別に通

知していましたが、今回の定期申請分から通知を行わないこととします。これまで通り系列

関係にある複数の会社が入札に参加した場合、全て無効としますので、ご注意ください。 

 


